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豊田市における人事行政の運営等の状況について

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 
（１）職員の任免状況                                      

令和２年度の採用状況、採用試験実施状況は次のとおりです。 （単位：人）

職     種 令和２年度
採用者数 

令和２年度
退職者数 

Ｒ２職員採用試験実施状況

応募者数 Ｒ3.4.1
採用者数

行政職 事務 44

84

825 38
土木 6 41 3
建築 2 17 2
機械 0 1 0
電気 0 13 2
薬学 0 3 0
化学 0 8 0
看護保健 2 25 5
獣医 1 3 0
生物 - - -
福祉 1 10 1

医療職 0 1 - -
消防職 24 18 226 15
教育保育職 46 47 183 47
技能労務職 9 17 145 6
合 計 135 167 1,500 119

（２）職員数（令和３年4月1日現在）（単位：人）
職員数 職員定数 

3,342 3,385
備考：職員数は、公益的法人等へ派遣している職員及び育児休業等の職員を除いたものです。
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２ 職員の人事評価の状況 
豊田市においては、平成11年度から目標管理による人事考課制度を順次導入し、勤務成績の評定を行っ
ています。これまでの導入実績は次のとおりです。 
（１）考課制度導入状況

導入年度 行政・医療職 消防職 教育保育職 技能労務職 
平成11年度 課長級以上 ― ― ―
平成12年度 副主幹以上 消防司令以上 ― ―
平成13年度 副主幹以上 消防司令以上 園長・指導主事 ―
平成14年度 副主幹以上 消防司令以上 園長・指導主事 ―
平成15年度 係長以上 消防司令補以上 園長・指導主事 ―
平成16年度 主査以上 消防士長以上 園長・指導主事 ―
平成17年度 全職員 消防士長以上 主任以上 ―
平成18～27年度 全職員 ―
平成28年度以降 全職員

（２）考課制度の概要

目 的 人事考課は、執務について勤務成績の考課を統一的に行い、これを職員の能力開
発及び人材育成に反映し、公正な人事行政を行うことを目的とする。

制度の概要

考課要素は業績考課、能力考課、態度考課によるものとする。
業績考課は目標管理による考課制度とし、組織目標に対する達成度や貢献度によ
り考課する。 
能力･態度考課は５段階の評定にて考課する。これらの考課結果を任用、給与、分
限その他の人事管理の基礎として活用する。

考課基準日 令和３年1月1日
考課期間 令和２年4月1日から令和３年3月31日まで
対 象 者 全職員
実施者数 3,435名
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３ 職員の給与の状況 
（１）人件費の状況（令和２年度普通会計決算）

住民基本台帳人口
（令２.1.1）

歳 出 額
Ａ 実 質 収 支 人 件 費

Ｂ
人件費率
(Ｂ／Ａ)

人
425,145

千円
239,387,199

千円
7,405,280

千円
31,372,138

％
13.1

（注） 人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含む。

（２）職員給与費の状況（令和2年度普通会計決算）

職 員 数
 Ａ 

給 与 費 一人当たり
給 与 費
（Ｂ／Ａ）給   料 職 員 手 当 期末・勤勉手

当
計

Ｂ
人

3,144
千円

10,103,638
 千円

4,000,027
千円

4,638,765
千円

18,742,430
千円
5,961

（注）１ 職員手当には退職手当・児童手当を含まない。 
２ 職員数は、令和2年4月1日現在の人数である。 

（３）職員の初任給の状況（令和3年4月1日現在） 
区 分 初 任 給

行 政 職 員 大学卒 188,700円
高校卒 154,900円

消 防 職 員 大学卒 208,600円
高校卒 169,900円

教育保育職員 大学卒 188,000円
短大卒 175,500円

技能労務職員 － 217,350円

（４）行政職員の経験年数別・学歴別平均給料（令和3年4月1日現在） 
区 分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年
大 学 卒 274,590円 312,108円 365,176円
高 校 卒 256,500円 275,700円 305,167円

（５）行政職員の級別職員数の状況（令和３年4月1日現在） 
区 分 10級 9級 8級 7級 6級 5級 4級 3級 2級 1級 計

標準的な
職務内容 参事 参事 副参事 主幹 副主幹 副主幹 主任主査 主査

主査 
主事 
技師 

主事
書記 
技師 
技手

職 員 数 0人 21人 44人 115人 77人 40人 319人 586人 129人 76人 1,407人
構 成 比 0.0％ 1.5％ 3.1％ 8.2％ 5.5％ 2.8％ 22.7％ 41.6％ 9.2％ 5.4％ 100.0％

（６）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（令和３年４月１日現在） 
区 分 平 均 給 料 月 額 平 均 給 与 月 額 平 均 年 齢
行政職員 323,283円 458,892円 41歳 10か月
消防職員 304,572円 440,964円 37歳 10か月

教育保育職員 353,661円 476,139円 43歳10か月
技能労務職員 263,162円 330,640円 54歳 0か月
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（７）行政職員の人事考課による職員昇給の状況
区 分（行政職主査以上） 人数 割合

令和3年４月
昇給 

上 位 区 分 393人 26.8％
標 準 区 分 985人 67.3％
下 位 区 分 86人 5.9％

合計 1,464人 100.0％
   主事以下の職員については、昇給区分に差を設けていない。 

（８）主な職員手当の状況 

期末・勤勉 
手当 

（令和２年度）

期末手当 勤勉手当

6月期 1.3月分
（0.725月分）

0.95月分
（0.45月分）

12月期 1.25月分
（0.725月分）

0.95月分
（0.45月分）

計 
2.55月分

（1.45月分）
1.9月分

（0.90月分）
職制上の段階、職務の級等による加算 有
１人当たり平均支給額 1,590千円

 （注） （  ）内は、再任用職員の支給割合である。 

退 職 手 当
（令和２年度）

自己都合 応募認定・定年
勤 続 2 0 年 19.6695月分 24.586875月分
勤 続 2 5 年 28.0395月分 33.27075月分
勤 続 3 5 年 39.7575月分 47.709月分
最 高 限 度 47.709月分 47.709月分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 2％～30％
１人当たり平均支給額 1,399千円 20,267千円

地域手当 
（令和２年度）

支 給 率 16％ 20％
支 給 対 象 職 員 数 3,124人 8人
支 給 実 績 1,907,919千円 6,609千円
１人当たり平均支給年額 609,170円 826,103円

特殊勤務手当 
（令和２年度）

支 給 実 績 41,969千円
１人当たり平均支給年額 36,211円

職員全体に占める手当支給職員の割合 35.5％
手 当 の 種 類 7種類

時間外勤務手当
（令和２年度）

支 給 実 績 915,309千円
１人当たり平均支給年額 384,100円

扶養手当 
（令和２年度）

配偶者・父母 6,500円
子         10,000円 
※16～22歳の子については1人につき5,000円加算

住居手当
（令和２年度） 借家・借間居住者 16,000円を超える家賃に応じ、最高28,000円  

通勤手当
（令和２年度）

交通機関利用者 運賃相当額の範囲内（原則として６か月定期券の価格を６で除した額） 最高55,000円
自動車等使用者 自動車等の使用距離に応じ、最高42,000円



5 

（９）特別職の報酬等の状況（令和３年4月1日現在） 
区 分 報 酬 等 の 月 額 期 末 手 当（令和２年度）
市 長 1,129,000円

6月期   1.7月分  
12月期  1.65月分  
計    3.35月分  

副 市 長 951,000円
教 育 長 763,000円
事 業 管 理 者 763,000円
代表監査委員 664,000円
議 長 759,000円
副 議 長 691,000円
議 員 642,000円
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４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
（１）勤務時間の状況（変則勤務職場等を除く一般的な職場）（令和３年4月1日現在） 

正規の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間
時 間 午前8時30分 午後5時15分 正午から午後1時まで

（２）休暇の種類（令和３年4月1日現在）  
区 分 付与日数及び期間

年 次 休 暇 1年度につき20日

病 気 休 暇 （公傷病）その療養に必要と認める期間（私傷病）90日を超えない範囲内でその療養に必要と認める期間
感染症による交通遮断 その都度必要と認める期間
風水害等による交通遮断 その都度必要と認める期間
住居の滅失又は破壊 １週間を超えない範囲内で、その都度必要と認める期間
交通機関の事故等 その都度必要と認める期間
証 人 等 出 頭 その都度必要と認める期間
選 挙 権 等 行 使 その都度必要と認める期間
事 務 の 停 止 その都度必要と認める期間

出    産 出産予定日前8週間に当たる日（多胎の場合は予定日前14週間に当たる日）から分べんの日後8週間に当たる日までの期間
生 理 2日を超えない期間
結 婚 7日を超えない期間
父 母 の 祭 日 1日を超えない期間
忌 引 親族の区分により1日から7日までの期間
勤務条件の措置要求等 その都度必要と認める期間
不利益処分の審査請求等 その都度必要と認める期間
妊娠中の通勤緩和 1日60分以内
妊娠中の保健指導 その都度必要と認める期間
妻 の 出 産 2日（出産の準備に要する日及び産後２週間以内）
子 の 養 育 1年度につき5日以内の期間
育 児 時 間 1日につき2回それぞれ30分以内の期間
子 の 看 護 1年度につき５日以内の期間（子が2人以上の場合は10日）
短 期 介 護 休 暇 1年度につき5日以内の期間（要介護者が2人以上の場合は10日）
骨 髄 移 植 その都度必要と認める期間
ボ ラ ン テ ィ ア 1年度につき５日以内の期間
夏 季 休 暇 1年度につき５日
介 護 休 暇 介護を必要とする一の継続する状態ごとに通算する６か月の範囲内
介 護 時 間 介護を必要とする一の継続する状態ごとに連続する3年の範囲内

正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、1日に2時間以内
組 合 休 暇 1年度につき30日を超えない範囲
育 児 部 分 休 業 正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて、1日に2時間以内
修 学 部 分 休 業 1週間の2分の1を超えない範囲
高 齢 者 部 分 休 業 1週間の2分の1を超えない範囲
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５ 職員の休業の状況 
（１）育児休業等取得者数（令和２年度中に新たに育児休業を取得した職員数）     （単位：人）

区  分 
計

男性 女性

育 児 休 業 取 得 者 数 31 76

（２）育児部分休業取得者数（令和２年度中に新たに育児部分休業を取得した職員数）  （単位：人）

区  分 
計

男性 女性

育児部分休業取得者数 7 28

（３）配偶者同行休業等取得者数（令和２年度中に新たに配偶者同行休業を取得した職員） （単位：人）

区  分 
計

男性 女性

配偶者同行休業取得者数 0 2

（４）自己啓発休業等取得者数（令和２年度中に新たに自己啓発休業を取得した職員）  （単位：人）

区  分 
計

男性 女性

自己啓発休業取得者数 0 0

（５）介護休業等取得者数（令和２年度中に新たに介護休業を取得した職員）      （単位：人）

区  分 
計

男性 女性

介 護 休 業 取 得 者 数 1 3

（６）介護時間取得者数（令和２年度中に新たに介護時間を取得した職員）       （単位：人）

区  分 
計

男性 女性

介 護 時 間 取 得 者 数 ０ ０

（７）高齢者部分休業等取得者数（令和２年度中に新たに高齢者部分休業を取得した職員）（単位：人）

区  分 
計

男性 女性

高齢者部分休業取得者数 1 0

（８）修学部分休業等取得者数（令和２年度に新たに修学部分休業を取得した職員）   （単位：人）

区  分 
計

男性 女性

修学部分休業取得者数 0 0
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６ 職員の分限及び懲戒処分の状況 
（１）職員の分限処分の状況 
ア 休職の状況（令和２年4月1日現在）      （単位：人）

理由

合計 

心
身
の
故
障
の
た
め
、
長
期
の

休
養
を
要
す
る
場
合

刑
事
事
件
に
関
し
起
訴
さ
れ
た

場
合

災
害
に
よ
り
、
生
死
不
明
又
は

所
在
不
明
と
な
っ
た
場
合

合

計

合 計 8 0 0 8

イ 職員の意に反する降任・免職の状況（令和２年度）    （単位：人）

理由

処分内容 

勤
務
実
績
が
良
く
な
い
場
合

心
身
の
故
障
の
た
め
職
務
遂

行
に
支
障
が
あ
る
場
合

職
に
必
要
な
適
格
性
を
欠
く

場
合

廃
職
又
は
過
員
を
生
じ
た
場

合

合

計

降 任 0 0 0 0 0
免 職 0 0 0 0 0

（２）職員の懲戒処分の状況（令和２年度） （単位：人）

処分の種類
処分事由 免職 停職 減給 戒告 合計 

給与・任用に関する不正関係 0 0 0 0 0
一般服務違反関係
（職務専念義務違反、職務命令違反等） 0 0 1 0 1

一般非行関係（傷害、暴行等） 0 2 0 0 2
収賄等関係（収賄、横領等） 0 0 0 0 0
道路交通法違反関係 0 0 0 1 1
監督責任関係 0 0 0 0 0

合 計 0 2 1 1 4
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７ 職員の服務の状況 
（１）服務制度に関する研修等の実施状況
新規採用職員の後期研修において、「地方公務員法」を実施しているほか、各階層研修において、公務
員倫理及び公務員制度について研修を行っています。また、随時、通知文書により服務規律の徹底を図っ
ています。 

（２）ハラスメント対策 
「ハラスメント防止に関する要綱」に基づき、苦情相談窓口を設置するとともに、ハラスメント対策委
員会を組織し、セクシュアル・ハラスメント及びパワー・ハラスメントの防止に努めています。 
また、ハラスメントの防止やハラスメントの相談窓口を庁内行政情報ネットにて周知しています。

（３）営利企業等への従事許可の状況（令和２年度） （単位：件）
区 分 市長部局等

① 営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社
その他の団体の役員その他で定める地位を兼ねるもの 2

② 自ら営利を目的とする私企業を営むもの 29
③ ①②を除き報酬を得て事業又は事務に従事するもの 58

計 89

８ 職員の退職管理の状況（令和２年度） （単位：人）
    退職事由

職  種 普通 中途 定年
（注） 再任用満了 任期満了 派遣引揚げ 合計 

行 政 職

事 務 5 2 26 21 3 0

84

土 木 1 1 3 1 0 0
建 築 0 0 2 0 0 0
薬 学 0 0 0 0 0 0
化 学 0 0 0 0 0 0
電 気 0 0 0 0 0 0
機 械 0 0 0 1 0 0
歯 科 衛 生 0 0 0 0 0 0
獣 医 0 0 0 0 0 0
生 物 0 0 0 0 0 0
看 護 保 健 2 0 2 0 1 1
教 員 0 0 0 0 0 12

医 療 職 0 0 0 0 0 1 1
消 防 職 4 1 11 2 0 0 18
教 育 保 育 職 24 3 9 4 7 0 47
技 能 労 務 職 0 0 9 8 0 0 17
合 計 36 7 62 37 11 14 167

（注）定年後、市会計年度任用職員として任用された者を含む。 
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９ 職員の研修の状況 
（１）市長部局等
ア 階層別研修（職員の職位、職歴等に応じ、指定された職員が参加する研修） 
研修名 対象者 研修内容等 研修日数 受講者数

新
規
採
用
職
員
研
修

新採研修 行政職

社会人及び地方公務員としての意識確立を図る
とともに、日常業務に必要な基礎知識を習得し、
職場への適応力を身につける。
地方自治及び地方公務員に関する基本的制度と
その実態を学ぶ。 

6.5 56

新採研修 教育保育職
社会人及び地方公務員としての意識確立を図る
とともに、日常業務に必要な基礎知識を習得し、
職場への適応力を身につける。

2 42

新採研修 消防職 
技能労務職

社会人及び地方公務員としての意識確立を図る
とともに、日常業務に必要な基礎知識を習得し、
職場への適応力を身につける。

1 20

能
力
育
成
期
研
修

ｱｻｰﾃｨﾌﾞ
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 
研修

行政職
教育保育職

相手の立場に配慮しつつ、必要なことを伝える
コミュニケーション手法を習得する。 1 106

地方自治 
制度研修

行政職
消防職 

地方自治の基本的な仕組みを理解し、地方分権
の潮流を踏まえた自治の動向や今後の課題に関
する知識を習得する。

2.5 90

３年目職員振返り
研修 行政職

自己の業務経験から成長と能力を自覚し、市職
員として今後の自分のキャリアについて考え
る。

1 57

基礎研修 消防職 市職員及び地方公務員に関する基礎的知識を習
得する。 3.5 24

民法研修 行政職
消防職 

自治体経営や市民生活に関わりの深い民法のう
ち、令和２年４月に施行された改正債権法を中
心とした基礎的な知識を学ぶ。

2.5 78

仕事の段取り力
研修 行政職

仕事のゴール設定の重要性や仕事の優先順位の
作成方法など事業をより効旱的効率的に進める
方策を学ぶ。

0.5 56

地方税財政研修 行政職
消防職 

市の予算執行に携わる上で必要な財務会計の実
務について学ぶとともに、地方税財政の仕組み
について理解を深める。

2.5 129

改善研修 行政職 常に業務を改善する姿勢と、それを実現する具
体的な手法を習得する。 0.5 57

ﾛｼﾞｶﾙｼﾝｷﾝｸ  ゙
研修 行政職 論理的思考、問題発見、課題設定に関して学習し、課

題解決能力の向上を図る。 1 58

政策基礎研修 行政職
物事の本質を捉えて表現する能力及び政策形成
のプロセス全体を学習し、政策立案の基礎能力
向上を図る。

2.5 55

説明表現力
強化研修 行政職 市民や組織内部に対する説明時のポイントや注

意点を学習し、説明力及び表現力の向上を図る。 1 66
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能
力
拡
充
期
研
修

ジョブデザイン
研修 行政職

自己のキャリアを見つめ直し、適性を把握した
上で、自己の能力を最大限活用できる職務の方
向性を確立する。

1 65

10年目職員研
修 全職種 

採用後 1０年目の区切りの時期に当たり、改め
て市民満足や公務員倫理について学び、今後の
市職員としてのあり方を考える。 

1 95

コーチング 
研修 全職種 

「目的の明確化」や「選択肢の創造」といったア
プローチ方法を学び、部下の考えと行動を引き
出すコーチングスキルを習得する。

1 19

情報力
強化研修 全職種 情報を的確に収集、整理する「情報収集・分析力」

を養成し、考え方や技術の理解・体得を図る。 1 15

交渉力研修 全職種 
交渉に必要な事前準備やコミュニケーションス
キルなど幅広い視点から、交渉を成功に導くた
めのポイント・ノウハウを学ぶ。

1 14

図解による 
課題解決研修 全職種 

一目見て伝わる資料を作成するための表現方
法･テクニックやその考え方を学び、説得力ある
伝え方について理解を深める。

1 22

公共マーケティン
グ研修 全職種 時代の変化に対応するため、自治体におけるマ

ーケティングの必要性や手法を学習する。 1 12

能
力
発
揮
期
研
修

新任副主幹マネジメント
研修 行政職 円滑な組織運営に焦点をあて、管理職に必要な

チームマネジメントを学ぶ。 2 21

新任担当長
マネジメント研修 行政職

仕事の管理や部下の育成、リーダーシップの向
上などに焦点をあて、監督者に必要なマネジメ
ントを体系的に学ぶ。

2 20

新任担当長財務会計
実務研修

行政職
消防職 監督職に必要な財務会計実務について学ぶ。 0.5 38

新任主任主査級職員 
マネジメント研修 

消防職 
教育保育職

その役割・責任・権限を理解することと同時にマ
ネジメントの重要性を理解し、担当のリーダー
としてのマネジメントの基本を学ぶ。 

2 25

メンタルヘルス研修 
行政職
消防職 
教育保育職

職場のメンタルヘルス及びハラスメントに関す
る基本的な知識を身につけ、部下及び自身の心
身の健康を守るための手法を学ぶ。

0.5 38

新任副主幹級職
員研修

消防職 
教育保育職

地方分権の進展や地方自治体を取り巻く諸環境の変
化を踏まえ、部下の能力開発、組織文化の創造などに
関する体系的な知識、能力を身につける。

2 18

新任主幹級職員危機
管理研修 行政職

管理者の重要な業務である危機管理への理解を深め、
組織におけるリスクの予防・備え・対応に必要な能力
を習得する。

0.5 22

「ﾒﾝﾊﾞｰの意欲・能
力を引き出すﾘｰﾀﾞ
ｰｼｯﾌﾟ」研修

行政職 自分自身のリーダーシップについて現状認識
し、今後の自身の行動について視座を得る。 1 23

「戦略基礎と視
野拡大」研修 行政職 経営戦略を考える上で踏むべき思考プロセスな

どの基本的な視点や定石を理解する。 1 16

46.5 1,357



12 

イ 特別研修（希望参加、所属推薦参加、階層を越えた必須科目など） 
研修名 対象者 研修内容等 研修日数 受講者数

次世代リーダー養成研修 
人事課が指名
する職員 
（行政職・消
防職）

これからの自治体に求められる行政
経営に必要な能力を習得し、５年後、
10 年後に組織をリードしていく人
材を育成する。

6 14

人事考課前期研修 人事課が指名
する職員 

人事考課制度の円滑な運用を推進す
るため、制度の理解を深め、考課の仕
組みや評価技法を学ぶ。

0.5 693

人事考課後期研修 人事課が指名
する職員 

人事考課基準日を前に判定期間を振
り返り、考課要素である「業績」「能
力」「態度」についての評価の仕方を
確認する。

0.5 693

市民満足向上講演会
所属が指名す
る職員 
（行政職）

職員がより働きやすいと感じるがで
きる具体的な手法を学ぶとともに、
市民満足向上に結び付ける事業効率
化能力を養成する。

0.5 122

安全衛生研修会 希望する管理
職員

心と体の健康づくりにとって有用な
手法について学ぶ。 0.5 96

人権問題研修 所属が指名す
る職員

人権に配慮した適正な行政の推進を図る
ため、人権に関する意識を深める。 0.5 78

育児休業者
フォローアップ研修

育児休業から
復職する職員

育児休業者の復職にあたり、円滑な職場
復帰を目指すための支援をする。 0.5 57

キャリアデザイン研修 行政職
ワークや先輩職員との座談会をとお
して、将来の自分を想像し、理想のキ
ャリアプランを組み立てる。

0.5 43

小 計 9.5 1,797

ウ 専門研修（より高度で専門的な知識、能力の習得を目指す研修）
研修名 対象者 研修内容等 開講数 研修

日数
延べ
日数

受講
者数

建設技術職員研修 技術系職員 建設技術系職員に必要な専門
的な知識を習得する。 11  0.5 5.5 187

エ その他の研修 
通常業務や内部研修では習得しがたい高度な能力を習得するため、政策研究大学院大学、自
治大学校、市町村アカデミー、国土交通大学校などに68人の職員を派遣しています。 
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１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況（令和2年度）
（１）共済組合負担金

区 分 執 行 額
共済組合 4,079,582,641円

（２）職員互助会 
区 分 市費補助金額 会員数
補助金 25,540千円 3,438人

（３）安全衛生管理体制
  ア 安全衛生管理体制の概要

職員の安全の確保、健康の保持増進及び快適な職場環境の形成についての諸施策を効率的に推進
するために、豊田市職員労働安全衛生管理規程の定めるところにより、総括安全衛生管理者（総務部
長）を組織の長とする安全衛生管理体制を整備しています。

    職員の安全及び衛生に関する基本的事項については、総括的な調査審議機関として総括安全衛生
委員会が行います。活動機関として６つの安全衛生委員会を設置、各委員会は管轄する職場の安全及
び衛生に関する基本的事項を遵守し、各職場の実態を考慮した計画の立案と活動を行っています。

  イ 定期健康診断（人間ドックを含む） 
区分 対象職員数 受診者数 未受診者 要医療 要精検
人数 3,923人 3,923人 0人 113人 626人

ウ その他の健康診断及び予防接種  
（深夜業務従事者・有機溶剤取扱者・特定化学物質取扱者・VDT 作業従事者・と畜検査及び狂犬病
予防業務従事者・電離放射線取扱者・B型肝炎抗体確認検査及び予防接種・破傷風予防接種・麻疹
抗体検査及び予防接種） 
区分 受診者数（延べ） 要医療 要精検
人数 772人 6人 26人

  エ 保健指導等の実施状況 
    職員の健康の保持増進を図るため、医師・保健師・精神保健福祉士により、健診結果に基づく事後

管理、一般疾病の予防・治療対策、心の健康問題についての相談及び保健指導を実施しています。
・健診後結果相談 
・都市共済とのコラボヘルスによる特定保健指導 
・要精密検査判定者の精密検査受診勧奨と結果確認 
・専門医による心の相談 
・メンタルヘルス研修（管理監督者・一般職員）

   ・巡回職場訪問（庁外施設従事者への健康相談・保健指導） 
   ・各種メンタルへルス事業の実施 
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オ 職員の病類別死亡状況          （単位：人）

病  類  別 人 数
男 女 計

感染症及び寄生虫症 0 0 0
新生物 0 0 0
血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 0 0 0
内分泌、栄養及び代謝疾患 0 0 0
精神及び行動の障害 0 0 0
神経系及び感覚器の疾患 0 0 0
循環器系の疾患 0 0 0
呼吸器系の疾患 0 0 0
消化器系の疾患 0 0 0
皮膚及び皮下組織の疾患 0 0 0
筋骨格系及び結合組織の疾患 0 0 0
尿路性器系の疾患 0 0 0
妊婦分娩及び産じょく 0 0 0
その他 0 0 0

計 0 0 0

（４）職員の災害補償 
  ア 公務災害認定件数 

負 傷 疾 病

合 

計 

自
己
職
務
遂
行
中

出
張
中

そ
の
他

計

公
務
上
の
負
傷
に

起
因
す
る
疾
病

職
業
病

そ
の
他
公
務
起
因
性

の
明
ら
か
な
疾
病

計

18 0 0 18 0 0 0 0 18

イ 通勤災害認定件数  
件 数 １

ウ 負担金執行額
金 額 26,998,527円
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１１ 公平委員会の業務の状況 
（１）勤務条件に関する措置の要求の状況 

区 分 令和2年度
前年 度から の繰越し A 0件
新 規 要 求 B 0件
年 度 中 取 扱 い （A+B） 0件
年 度 中 終 了 C 0件
次 年 度 へ の 繰 越 し （A+B-C） 0件

（２）不利益処分に関する審査請求の状況
区 分 令和2年度

前年 度から の繰越し A 0件
新 規 請 求 B 0件
年 度 中 取 扱 い （A+B） 0件
年 度 中 終 了 C 0件
次 年 度 へ の 繰 越 し （A+B-C） 0件
再 審 査 請 求 事 案 0件


